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創
業
に
必
要
な
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
び
ま
し
ょ
う
。

▼
日
時　

７
月
11
日
㈯
・
18
日
㈯
午
前
９
時
30

分
～
午
後
３
時　

▼
場
所　

行
田
商
工
会
議
所
会
議
室　

▼
対
象　

独
立
開
業
を
目
指
す
方
や
開
業
し
て

間
も
な
い
方

▼
受
講
料　

３
千
円　

▼
定
員　

15
人
（
先
着
順
）　

▼
そ
の
他　

両
日
と
も
セ
ミ
ナ
ー
終
了
後
に
個

別
相
談
会
を
実
施
し
ま
す
。

▼
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ　

行
田
商
工
会
議

所
☎
５
５
６―

４
１
１
１

　

主
な
改
正
点
は
次
の
と
お
り
で
す
。

・
雇
用
保
険
の
適
用
範
囲
の
拡
大

・
雇
い
止
め
と
な
っ
た
非
正
規
労
働
者
に
対
す

る
基
本
手
当
の
受
給
資
格
要
件
の
緩
和
と
所

定
給
付
日
数
の
拡
充

・
再
就
職
が
困
難
な
方
に
対
す
る
給
付
日
数
の

延
長

・
再
就
職
手
当
の
給
付
率
引
き
上
げ
と
支
給
要

件
の
緩
和

・
常
用
就
職
支
度
手
当
の
給
付
率
引
き
上
げ
と

支
給
対
象
者
の
拡
大

・
育
児
休
業
給
付
の
統
合
と
給
付
率
引
き
上
げ

措
置
の
延
長
（
平
成
22
年
４
月
１
日
施
行
）

・
雇
用
保
険
料
率
の
引
き
下
げ（
平
成
21
年
度

分
に
限
る
）

▼
問
い
合
わ
せ　

埼
玉
労
働
局
職
業
安
定
課
☎

０
４
８―

６
０
０―

６
２
０
８
ま
た
は
行
田

公
共
職
業
安
定
所
☎
５
５
６―

３
１
５
１

▼
日
時　

６
月
13
日
㈯
午
前
10
時
～
午
後
４
時

▼
場
所　

大
宮
ソ
ニ
ッ
ク
シ
テ
ィ
ビ
ル
４
階
サ

ポ
ー
ト
ル
ー
ム　

▼
内
容　

①
解
雇
・
退
職
勧
奨
、
賃
金
不
払
い

な
ど　

②
労
働
保
険　

③
就
業
・
生
活
・
住

宅　

④
そ
の
他
労
働
に
関
す
る
事
項　

▼
費
用　

無
料　

▼
問
い
合
わ
せ　

埼
玉
県
労
働
相
談
セ
ン
タ
ー

☎
０
４
８―

８
３
０―

４
５
２
２

※
同
セ
ン
タ
ー
で
は
電
話
相
談
や
面
接
相
談
を

随
時
開
催

　

平
成
21
年
度
の
労
働
保
険
（
労
災
保
険
・
雇

用
保
険
）
年
度
更
新
お
よ
び
石
綿
健
康
被
害
救

済
法
の
一
般
拠
出
金
の
申
告
・
納
付
は
６
月
１

日
か
ら
７
月
10
日
ま
で
で
す
。
お
早
め
に
、
申

告
書
と
納
付
書
を
作
成
の
う
え
、
金
融
機
関
で

手
続
き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
申
告
説
明
会
を
県
内
各
会
場
で
行
い

ま
す
の
で
、
５
月
末
に
送
付
す
る
封
筒
な
ど
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ　

埼
玉
労
働
局
労
働
保
険
徴
収

　

課
☎
０
４
８―

６
０
０―

６
２
０
３
ま
た
は

　

行
田
労
働
基
準
監
督
署
☎
５
５
６―

４
１
９
５

　

外
国
人
生
徒
の
高
校
進
学
を
支
援
す
る
た
め
、

多
言
語
に
よ
る
進
学
説
明
・
相
談
会
を
開
催
し

ま
す
。

▼
日
時　

①
７
月
12
日
、
②
８
月
２
日
、
③
９

月
13
日
、
④
10
月
４
日
の
各
日
曜
日
午
後
１

時
～
４
時　

▼
場
所　

①
大
宮
ソ
ニ
ッ
ク
シ
テ
ィ
市
民
ホ
ー

ル　

②
本
庄
市
役
所
大
ホ
ー
ル　

③
新
所
沢

公
民
館
大
講
堂　

④
八
潮
メ
セ
ナ
・
ア
ネ
ッ

ク
ス
多
目
的
ホ
ー
ル

▼
対
象　

日
本
語
を
母
語
と
し
な
い
子
ど
も
と

保
護
者　

▼
参
加
費　

無
料　

▼
主
催　

彩
の
国
さ
い
た
ま
国
際
交
流
・
協
力

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク　

▼
申
し
込
み
・
問
い
合
わ
せ　

氏
名
・
学
年
・

出
身
国
・
通
訳
必
要
の
有
無
・
①
②
③
④
の

別
を
書
い
て
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
県
国
際
交
流
協
会

☎
０
４
８―

８
３
３―

２
９
９
２　

Ｆ
Ａ
Ｘ

０
４
８―

８
３
３―

３
２
９
１

　

創
業
支
援
セ
ミ
ナ
ー

　

雇
用
保
険
制
度
が
変
わ
り
ま
し
た

　

解
雇
等
緊
急
労
働
相
談
会

　

労
働
保
険
料
と

　

一
般
拠
出
金
の
申
告
・
納
付

　

外
国
人
の
た
め
の

　
　
　

高
校
進
学
ガ
イ
ダ
ン
ス

新たな経済対策を決定しました
中小・小規模企業の皆さんへ

資金繰り支援をさらに拡充します
・緊急保証の枠を20兆円から、さらに30兆円にまで拡大します。 
・セーフティネット貸付の枠を10兆円から、さらに15.4兆円にま

で拡大します。（そのうち商工中金の危機対応業務は0.9兆円から
3.3兆円にまで拡大） 

・小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）の返済期間、融資限
度額について拡充します。　　　 

ものづくり・販路開拓などを支援します
・ものづくり中小企業の有する、基盤技術の高度化に対する支援を強

化します。　
　　 
商店街の取り組みを応援します
・空き店舗を活用した託児所の設置など、社会課題に対応する取り組

みを支援します。 

雇用維持に取り組む中小・小規模企業を支援します
・雇用調整助成金の支給の迅速化・簡素化を推進しています。
・中小企業庁が実施する、人材確保・育成のための「実践型研修」は、

雇用調整助成金や中小企業緊急雇用安定助成金の対象となります。 

経済危機対策における税制改正
・交際費などの損金不算入制度について、資本金1億円以下の法人の

定額控除限度額を400万円から600万円に引き上げ、交際費課税
を軽減します。　 

▶問い合わせ　関東経済産業局中小企業課☎048－600－0334ま
たは同中小企業金融課☎048－600－0425（直通）


